
日本学術会議における外部評価に関する対応の流れ

日本学術会議会長が外部評価有識者を委嘱
※６名以内、年齢・性別・専門分野等に著しい偏りが生じないよう配慮

外部評価対応委員会を開催（１月～2月）

⇒外部評価有識者に対して、外部評価対応委員会委員（会長、副会長等）から、
外部評価対象期間における日本学術会議の取組状況について説明

外部評価書の作成（２月～４月）

⇒外部評価対応委員会委員（会長、副会長等）からの説明等を踏まえ、
外部評価有識者による議論を通じて外部評価書を作成（外部評価有識者座長が取りまとめ）

外部評価書の提出、総会での説明（４月頃）

⇒外部評価有識者座長は、日本学術会議会長に外部評価書を提出し、
その直後に開催される日本学術会議総会において外部評価書について説明

外部評価書のフォローアップ（７月頃、翌年４月頃）
⇒日本学術会議会長は、外部評価書を受領した日から
３ヶ月以内に、外部評価書において指摘された事項についての見解をまとめ、公表
１年を目途に、外部評価書において指摘された事項についての対応状況をまとめ、公表

資料６



 

○日本学術会議会則（平成１７年日本学術会議規則第３号）（抜粋） 

 

（外部評価） 

第３７条 学術会議の活動を充実させるため、幹事会の定めるところにより、有識者

による外部評価を定期的に実施することとする。 

 

 

 

○外部評価実施規程（平成２７年日本学術会議第２１４回幹事会決定） 

 

（総則） 

第１条 日本学術会議会則（以下「会則」という。）第３７条に定める有識者によ

る外部評価（以下「外部評価」という。）の実施については、この規程の定めると

ころによる。 

 

（対応委員会の設置） 

第２条 会則第２５条第１項の規定に基づき、幹事会に外部評価の実施に係る事項

に対応するための委員会（以下「委員会」という。）を附置する。 

２ 委員会の設置に関する事項は、幹事会が別に定める。 

 

（外部評価有識者） 

第３条 日本学術会議会長は、日本学術会議の活動について意見を聴くため、会則第

３７条で定める有識者（現に日本学術会議会員又は連携会員（会則第７条第１項

に基づく連携会員を除く。）を務める者を除く。以下「外部評価有識者」とい

う。）のうちから、委員会の意見を聴いて、外部評価有識者を委嘱する。 

２ 外部評価有識者は６名以内とし、年齢、性別、専門分野等に著しい偏りが生じ

ないように配慮するものとする。 

３ 外部評価有識者の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

４ 外部評価有識者の欠員による補欠の外部評価有識者の任期は、前任者の残任期

間とする。 

５ 外部評価有識者を委嘱した場合は、日本学術会議会長は、その氏名を幹事会に

報告するものとする。 

 

 （座長） 

第４条 外部評価に係る調整を行うため、座長を外部評価有識者のうちから互選に

より選任することとする。 

２ 座長に事故があるときは、あらかじめ座長の指名する外部評価有識者が、その



 

職務を代行する。 

 

（外部評価書） 

第５条 外部評価有識者は、委員会に出席し、日本学術会議の活動について意見を

述べるものとする。 

２ 座長は、外部評価有識者による会合を通じて、外部評価有識者の意見をとりま

とめ、外部評価書を作成し、委員会の委員長を通じて、日本学術会議会長に提出

することとする。 

３ 外部評価書は、原則として毎年一回作成するものとする。 

４ 座長又はその代理は、原則として外部評価書提出直後に開催される日本学術会

議総会に出席し、外部評価書について説明を行うこととする。 

 

（日本学術会議の責務） 

第６条 日本学術会議会長は、外部評価書を受領した日から３ヶ月以内に、外部評

価書において指摘された事項についての見解（以下「見解」という。）をまと

め、日本学術会議会員及び連携会員に周知するとともに、公表しなければならな

い。 

２ 日本学術会議会員及び連携会員は、外部評価書及び見解に留意し、活動するよ

う努めなければならない。 

３ 日本学術会議会長は、外部評価書を受領した日から１年を目途に、外部評価書

において指摘された事項についての対応状況をまとめ、外部評価有識者に報告す

るとともに、公表しなければならない。 

 

（雑則） 

第７条 この規程に定めるもののほか、外部評価の実施について必要な事項は、委

員会が定める。 
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